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「不動産におけるサステナビリティ配慮の拡がりとGRESB」
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環境不動産に関わる認証・ベンチマークとGRESB
• GRESBはCASBEEなどと異なり、個別不動産ではなく不動産会社・ファンド単位の

サステナビリティを測るベンチマーク

• グローバルの不動産投資家が創設し、投資判断や投資先との対話などに活用

図表作成：CSRデザイン環境投資顧問㈱
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GRESBのメンバー ‐ 1

投資家等メンバー（43）2013年4月

2014年4月 投資家メンバー（39）

不動産会社・運用機関メンバー（29）

• 投資家等メンバー数は、43社（2013年4月現在）から
68社（ 2013年4月現在）に拡大

• 欧州年金基金中心（APG, PGGM〈蘭〉、グローバル
〈ノルウェー〉等）から、北米大手投資家（OMERS
〈加〉、 CBREグループ〈米〉等）を含む幅広い機関投資

家層、および調査に参加する不動産会社・運用機関へ
拡大
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GRESBのメンバー ‐ 2

• アソシエート・メンバー（コンサルティ
ング会社など）も昨年の13社から18
社に増加

• 各地域の不動産関連協会がパート
ナーまたはサポート・メンバー（ARES
を含む）として普及に協力

• PRI（国連の責任投資原則）等と報告

のフレームワークで連携。一部の設
問ではダウジョーンズ・サステナビリ
ティ・インデックス（DJSI）とも連携

アソシエート・メンバー

パートナー

アライアンス
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2013年GRESB調査参加者 ‐ 上場・非上場内訳

      2012年  2013年
グローバル：    443 ⇒ 543
日本： 24 ⇒ 29（うち上場16、非上場13）
J-REIT： 8 ⇒ 14（時価総額ベースで41％）

出典：2013年GRESB調査レポート

グロー
バル

北米 欧州 アジア
オーストラ
リア/NZ

上場 参加者数 119 31 47 28 10
市場カバレッジ率 46% 49% 71% 30% -

非上場 参加者数 424 84 245 46 32
総計 参加者数 543 115 292 74 42

グローバル・各地域の上場・非上場別参加者内訳

参加者数の増加
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2013年GRESB調査参加者 ‐ 物件用途別内訳

グローバルの物件用途別参加者内訳 日本（ARES）の物件用途別参加者内訳

出典：2013年GRESB ARESレポート（非公開）
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GRESB評価項目の概要

１．マネジメント

• 「マネジメントと方針」と「実行と計測」の2軸に大別される8分野、約50の評価項目

• 「環境」「社会」「ガバナンス」（ESG）全般に係る幅広いサステナビリティ項目を網羅

マネジメントと方針 (MP)

実行と計測 (IM)

２．ポリシーと開示

３．リスクと機会

４．モニタリングと環境管理システム

６．グリーンビル認証とベンチマーキング

７．ステークホルダーとの関係構築（エンゲージメント）

（８．新規開発と大規模改修）

30%
70%

9% (10%)
10% (8%)
11% (15%)
9% (10%)

25% (24%)
11% (11%)
25% (23%)

0%

GRESBの2軸

サステナビリティ分野

５．パフォーマンス指標

重み付け

重み付け

左側の太字は2014年、右側（ ）内は昨年の比率
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2013年GRESB調査結果 ‐ GRESBの４象限モデル

• 「マネジメントと方針」と「実行と計測」の2軸により4象限に分類

• グローバル全体で昨年より「マネジメントと方針」を中心にスコアが向上

• 日本の中ではJ-REITがリードし、他地域よりも「実行と計測」に優れる傾向

グローバル平均の推移

出典：2013年GRESB調査レポート

GRESBの4象限モデル
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2013年GRESB調査結果 ‐ 分野別比較

分野
グローバル

平均
日本（ARES）

平均

J‐REIT

平均

１ マネジメント 69 46 59

２ ポリシーと開示 53 31 33

３ リスクと機会 58 53 62

４ モニタリングと環境管理システム 46 37 40

５ パフォーマンス指標 25 28 36

６
グリーンビル認証とベンチマーキ
ング

28 13 16

７
ステークホルダーとの関係構築
（エンゲージメント）

45 30 39

• 日本(ARES)・J-REIT平均は全体的にグローバル平均をやや下回るが、
「リスクと機会」と「パフォーマンス指標」については同等以上

• 「ポリシーと開示」「グリーンビル認証とベンチマーキング」「ステークホ
ルダーとの関係構築」については、グローバル平均を大きく下回る

出典：2013年GRESB調査ARESレポート（非公開）
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グリーンビル認証（2013年）
• 日本・J-REITは、総合的環境性能認証（CASBEE, LEEDなど）を取得している参加者の割

合では他地域に遜色ないが、床面積ベースのカバレッジ率では低い

• また、欧米・豪州では総合的環境性能認証よりも普及している省エネルギー格付の制度
が、日本には存在しない

⇒ 国土交通省主導の「建築物省エネルギー性能表示制度」（BELS）が運用開始予定

省エネルギー格付を取得している参加者の割合

0%

出典：2013年GRESB調査ARESレポート（非公開）

グリーンビル認証を取得している参加者の割合
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J‐REIT

ARES

オーストラリア/NZ

欧州

北米

ステークホルダーとの関係構築 ‐グリーンリース（2013年）

62％

8％

14％

グリーンリースまたは覚書を締結している不動産会社・ファンドの割合

• 「グリーンリース」とは

運用：オーナー・テナント間の省エネ・環境配慮に係る協力を盛り込んだ賃貸借契約

改修：省エネ改修コストの一部をテナントがオーナーに還元する契約

• グリーンリースが普及している国（豪、英など）では、自治体・業界団体が主導してひな型
を策定しており、日本でも検討課題

⇒ 国土交通省「環境不動産普及促進検討委員会」にてグリーンリースひな型（案）を策定

39％

36％

出典：2013年GRESB調査ARESレポート（非公開）、2013年GRESB調査レポート
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2014年GRESB評価項目の詳細

１．マネジメント

２．ポリシーと開示

３．リスクと機会

４．モニタリングと環境管理システム

６．グリーンビル認証

７．ステークホルダーとの関係構築（エンゲージメント）

８．（新規開発と大規模改修）

サステナビリティに係る会社の目標／組織体制 等

環境・ステークホルダー関連のポリシー制定／投資家等への開示方法 等

贈賄・汚職防止／サステナビリティ・リスク評価／省エネ診断／省エネプログラム・節水プログラム 等

環境管理システム（EMS）とデータ管理システムの活用／エネルギー・水消費のモニタリング手法

グリーンビル認証（総合的環境性能認証と省エネルギー格付）の取得比率

従業員： 従業員研修・満足度調査／労働安全衛生調査

テナント： テナントとの協働プログラム／グリーンリース

PM・サプライヤー： PM等向けサステナビリティ基準・モニタリング方法

コミュニティ： コミュニティ関与プログラム

５．パフォーマンス指標

エネルギー・温室効果ガス・水・廃棄物のデータ収集／実績／目標設定
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2014年調査における主な変更点
全体

• 設問ごとに報告レベルを明記

• グループレベル

• ファンドレベル

• 記述欄と裏付け資料添付の増加

• 直接管理資産と間接管理資産を区別し、

後者だけの同業他社グループを策定

マネジメント

• サステナビリティ目標のビジネス戦略へ

の統合

ポリシーと開示

• ポリシーの対象が環境（エネルギー、

温室効果ガス、水、廃棄物等）から

ステークホルダー関連にも拡大
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2014年調査における主な変更点
モニタリングと環境管理システム

• 環境管理システムとデータ管理システム

を区別し、両者について設問

パフォーマンス指標

• データ集計において直接管理資産と間接

管理資産を区別

• 個別資産レベル・データをアップロードす

ると用途別合計を自動計算

• エネルギー消費原単位等に関する設問

が追加

グリーンビルディング認証

• CASBEE，LEED等以外の「その他」につい

ては、認証システムの説明が必要
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2014年調査における主な変更点

ステークホルダーとの関係構築

• 従業員満足度・テナント満足度を向上

させる取組みに関する設問の追加

• グリーンリースは標準的な賃貸借契

約に組込んでいる項目に係る設問に
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GRESB調査参加のメリット

• 自社の環境・サステナビリティに関する取組みを投資家に発信する機会

（初回参加の場合、調査結果を投資家に公開しない「お試し参加」が可能に）

• 同業他社と比較した自社の位置づけを把握する機会（自社の「スコアカード」を取得）

• 海外投資家の考え方や業界リーダーの取組みを知る機会

• 自社の環境・サステナビリティに関する取組みを始める機会

• 調査参加は原則無料（英語のオンライン調査に自社で回答する場合）

スコアカード見本（無料、合計スコア・分野ごとの同業他社比較データなど）
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• 4/1 グローバル調査開始

• 4/18（本日） ARES実務研修会

• 7/1 グローバル調査回答〆切（厳守）

• ～8月初旬 妥当性検査（データ・裏付け資料等検証）

• 9月4日（予定） 調査結果発表

• 各社スコアカード、GRESB調査レポート（無料）

• 各社ベンチマーク・レポート（有料、設問ごとの同業他社比較データなど）

2014年GRESB調査のスケジュール
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GRESBまとめ

• ESG配慮は不動産価値の維持・向上に貢献

• グリーンビル比率の高いREIT（米）の方がリスク調整後リターンが高いとの調査も

• JP Morgan（豪）が、割引率、REITの株主資本コストにESG（環境・社会・ガバナンス）

格付を組込むことを検討

• 長期優良資金を提供する海外年金基金等に浸透

• 海外の上場会社は約50％、J‐REITでは40％強が参加するディファクト・スタンダード

• 資金の出し手である主要年金基金等が投資先選定のデューディリジェンスに活用し、

一部ではGRESB評価を受けていることが投資の条件に

• 日本の不動産会社・運用機関も、国際的に認知されたベンチマークに基づいて

ESG情報を発信していくことが、ますます重要に

• 会社・ポートフォリオでの取組みと個別ビルでの取組みの双方を発信することが重要

• 省エネルギー格付の開始やグリーンリースのひな型公表に加え、日本版スチュワード

シップ・コード（「責任ある機関投資家」の諸原則）の策定など、日本でも新しい動き
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参考‐１：建築物省エネルギー性能表示制度（BELS)

出典：国土交通省報道発表資料
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参考‐2：「グリーンリース」特約条項 雛型（案）

出典：国土交通省環境不動産ポータルサイト
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出典：国土交通省環境
不動産ポータルサイト
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参考‐3：日本版スチュワードシップ・コード

出典：金融庁 日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会 
資料より抜粋


